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【Point】・MR に関し、場所を選ばずに、位置情報と共に出勤・退勤時刻を打刻することがで

きる勤怠管理システムを導入した後は、「労働時間を算定し難いとき」に該当しな

いとして、事業場外みなし労働時間制の適用が否定された事例 

    ・自身の業務に一定の裁量を有し、直行直帰している従業員であっても、事業場外み

なし労働時間制の適用が否定される可能性があるため、注意が必要である 
 
【事案の概要】 

Y（被告会社）は、医薬品製造等を業とす

る会社であり、X（原告）は医療情報担当者

（MR）として Y に雇用され、営業先である

医療機関を訪問して業務を行う外回りの業務

を行っていました。X は基本的に被告のオフ

ィスに出勤することなく、自宅から営業先に

直行し、業務が終了したら自宅に直接帰宅す

るという形態で就労しており、Y では、事業

場外みなし労働時間制（実労働時間にかかわ

らず、一定の労働時間を働いたものとみなす

制度）の適用があるものと扱われていまし

た。 
Y では、平成 30 年 12 月に、従業員の労働

時間の把握のため、従業員が場所を選ばずに

パソコン又はスマートフォンを用いて位置情

報と共に出勤・退勤時刻を打刻することがで

きる勤怠管理システムを導入し、本社勤務の

従業員については当該システムを使用して労

働時間管理を行いましたが、X ら MR につい

ては、従前同様、一律に事業場外みなし労働

時間制の適用があるものと扱っていました。 
X は、事業場外みなし労働時間制の要件を

欠くと主張し、未払割増賃金等の請求を求め

て提訴しました。 
一審判決では、訪問先や訪問スケジュール

が X の裁量に委ねられていたこと、週報や勤

怠管理システム上、具体的な業務スケジュー

ルの報告・記録がなされるものではなかった

こと等から、「労働時間を算定し難い」場合

に該当し、事業場外みなし労働時間制の適用

が認められると判断されました。 
 

【判断の概要】 
控訴審判決は、勤怠管理システム導入前は

事業場外みなし労働時間制の適用を肯定しま

したが、同システム導入後は事業場外みなし

労働時間制の適用を否定しました（ただし、

X の実労働時間に関する主張は認められない

などとして、X の請求は全て棄却されていま

す。）。 
事業場外みなし労働時間制の適用の有無の

判断にあたっては、労基法 38 条の 2 第 1 項に

おいて、①「事業場外で業務に従事し」、②

「労働時間を算定し難い」ことが要件として

定められています。本判決は、②の要件につ

いて、最判平成 26 年 1 月 24 日労判 1088 号 5
頁（阪急トラベルサポート（第 2）事件）を

引用し、「業務の性質、内容やその遂行の態

様、状況等、使用者と労働者との間で業務に

関する指示及び報告がされているときは、そ

の方法、内容やその実施の態様、状況等を総

合して、使用者が労働者の勤務の状況を具体

的に把握することが困難であると認めるに足

りるかという観点から判断することが相当で

ある」と述べています。 
その上で、裁判所は、一審判決同様、X の

各日の具体的な訪問先や訪問のスケジュール

について基本的には X 自身が裁量により決定

しており、上司がそれらの詳細について具体

的に決定ないし指示することはなかったこ

と、週報や勤怠管理システム上、具体的な業

務スケジュールの報告・記録がなされるもの

ではなかったことを認定しました。 
しかしながら、他方で、Y の指示により X

が週に 1 回上司に対して提出していた週報

は、MR が担当する施設ごとに業務を行った

日付とその内容を入力するもので、何時から

何時までどのような業務を行った、という具

体的な報告ではなかったものの、「MR に対

し、週ごとに、事後的ではあるが、MRが1日
の間に行った業務の営業先と内容とを具体的

に報告させ、それらを把握することが可能で

あった」と評価しました。さらに、平成 30 年
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12 月に Y に導入された勤怠管理システムは、

出勤・退勤の打刻時間とその際の位置情報の

みしか把握できないものでしたが、裁判所

は、Y が X ら MR に対し、位置情報を ON に

した状態で出勤・退勤時刻を打刻するように

指示していたこと、Y が月に 1 回記録を確定

させ、不適切な打刻があった場合には注意喚

起を行っていたことを指摘し、勤怠管理シス

テム導入後には、直行直帰の MR についても

始業時刻及び終業時刻を把握することが可能

になったと判断しました。 
裁判所は、これらに加え、月 40 時間を超え

る残業の発生が見込まれる場合には、上司か

ら MR に対し、業務に関して具体的な指示を

行うとともに具体的な業務報告を受けていた

という事情も指摘した上で、勤怠管理システ

ムの導入後には、Y は MR に対し、「始業時

刻及び終業時刻までの間に行った業務の内容

や休憩時間を管理することができるよう、日

報の提出を求めたり、週報の様式を改定した

りすることが可能であり、仮に、MR が打刻

した始業時刻及び終業時刻の正確性やその間

の労働実態などに疑問があるときには、」

「随時、上司に報告させたり上司から確認を

したりすることも可能」であったから、平成

30 年 12 月の勤怠管理システムの導入後につ

いて「労働時間を算定し難い」とはいえず、

事業場外みなし労働時間制の適用は認められ

ないと判示しました。 
 
【検討・コメント】 

事業場外の勤務であっても使用者には労働

時間を把握する義務がありますが、「労働時

間を算定し難い」場合には、事業場外みなし

労働時間制の適用が認められます。 
本判決は、この「労働時間を算定し難い」

ときの判断方法について、従前の裁判例の流

れを踏襲しつつ、勤怠管理システムの導入を

契機に、使用者に一定の措置を講じることを

求めることにより労働者の勤務状況を把握で

きると評価した点で、実務上参考になる事案

です。 
これまでに事業場外みなし労働時間制の適

用が肯定された裁判例として、東京高判平成

30 年 6 月 21 日労経速 2369 号 28 頁（ナック

事件）があります。この裁判例は、顧客を訪

問し商品の説明や販売契約の勧誘を行う営業

業務について、訪問する顧客の選定や訪問場

所、スケジュールの設定及び管理は自身の裁

量により決定していたこと、また、業務内容

について具体的な内容の報告を求めるもので

もなかったことを指摘して、「労働時間を算

定し難い」と評価しています。その前提とし

て、「労働者に対して、より詳細な報告をさ

せるべきであった」というような判断はされ

ませんでした。これに対し、本判決は、勤怠

管理システムの導入を契機に、MR について

労働時間把握のため一定の措置を講じるべき

であったとした点で結論を異にすることにな

りました。 
いずれの裁判例も事例判断であり、今後の

裁判例の集積が待たれますが、単に「働き方

に裁量がある」というだけでは足りないとい

う点は、いずれの裁判例にも共通する考え方

であると考えます。また、本判決のように、

事業場外であっても従業員が勤怠管理システ

ムにアクセスできる場合、その他の報告や連

絡手段も総合し、現状に加えて一定の措置を

講じれば、業務の状況と労働時間を把握でき

る（事業場外みなし労働時間制は適用できな

い）と判断される可能性があることも、指摘

してよいでしょう。 
以上のとおり、「労働時間を算定し難い」

ときに該当するか否かについて明確な判例法

理が確立している状況ではありませんが、本

判決を踏まえ、事業場外で勤務を行う労働者

の労働時間管理において、使用者に一定の措

置を講じることが求められることには、改め

て注意が必要です。本判決のように、勤怠管

理システムへのアクセスが可能な事業場外の

勤務については、それだけで直ちに事業場外

みなし労働時間制の適用が否定されると結論

付けるのは拙速ですが、特に慎重な検討が必

要となるものと考えられます。 
以上 
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